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第１章 計画の目的等 

１ 計画の目的・位置づけ 

香川県の海岸は閉鎖性海域である瀬戸内海の東部海域に位置している。沿岸

の各地域から海域へ流入するごみは、その多くを生活ごみが占め、漂流するごみ

や海底に沈み堆積するごみ、海岸に漂着するごみになり、これら海ごみにより、

景観や環境の悪化、海岸機能の低下、漁業への影響等が生じており、その対策を

講じることは重要な課題である。 

このため、「美しく豊かな自然を保護するための海岸における良好な景観及び

環境並びに海洋環境の保全に係る海岸漂着物等の処理等の推進に関する法律

（平成 21年法律第 82号。以下「海岸漂着物処理推進法」という。）」第 14条の

規定に基づき、香川県において同法第 1 条に規定する海岸漂着物対策を総合的

かつ効果的に推進するとともに、山・川・里（まち）・海のつながりの中で、行

政・県民・関係者が連携して海域・陸域一体となった海ごみ対策を推進するため、

関係者の意見を聴き、第３次香川県海岸漂着物対策等推進計画（以下「推進計画」

という。）を作成するものである。 

図１ 香川県の位置 

 

２ 計画の性格 

この計画は、次の性格を有するものである。 

・県内の海ごみの状況を把握し、県内の海岸や海域における海ごみ対策の考

え方と施策を体系的に示す。 

・海岸漂着物等の回収・処理対策及び発生抑制対策を示す。 

・関係者の役割分担及び相互協力に関する事項を示す。 

・海ごみ対策の実施に当たって配慮すべき事項その他海ごみ対策の推進に関

し必要な事項を示す。 
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３ 計画期間 

推進計画の計画期間は令和 3年度から令和 7年度までの 5年間とする。 

 

第２章 香川県の海岸の状況 

海岸統計令和元年度版によると、本県の海岸は、海岸保全区域が約 287km（う

ち二線堤約 6km）、一般公共海岸区域が約 83km、その他の海岸(保安林、鉄道護

岸、道路護岸、河口部、天然海岸等)が約 371km であり、その総延長は約 735km

に及ぶ。 

また、第 5 回自然環境保全基礎調査（平成 8 年）によると、海岸線のうち、

自然海岸※１は約 332km、半自然海岸※２は約 119km、人工海岸※３は約 250km、河

口部は約 8km であり、自然海岸は、白砂青松の砂浜や岩礁からなり、人工海岸

は、高潮や波浪による浸水被害を防止するための護岸や堤防からなっている。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ 香川県の海岸の状況 

 

本県の海岸は、海水浴場や潮干狩場など自然のふれあいの場や地域住民の憩

いの場として多くの人に利用されてきた。また、海岸の自然景観と一体をなし

ている史跡、名勝、天然記念物等が多く存在し、重要な観光資源となっている。

さらに、輸送・物流拠点としての港湾や水産業を支える漁港、マリンレジャー

のための施設も多く整備されている。 

砂浜や干潟は、自然の水質浄化や生物多様性の確保、環境教育の場等として

重要な役割を果たしている。 

 

海岸統計令和元年度版より作成 第５回自然環境保全基礎調査（平成 8年）より作成 

※1 自然海岸：海岸が人工によって改変されないで自然の状態を保持している海岸。 

※2 半自然海岸：道路、護岸、消波ブロック等の人工構築物で海岸の一部に人工が加えられているが、潮間帯においては自然の状態

を保持している海岸。 

※3 人工海岸：海岸が、港湾・埋立・浚渫・干拓等の土木工事により著しく人工的に改変された海岸。 
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第３章 瀬戸内海及び香川県の海ごみの状況 

１ 海岸漂着物 

海岸漂着物については、海岸漂着物処理推進法に基づき、海岸管理者等※4が回

収・処理を行うこととなっており、県内の海岸漂着物は、管理者となる県及び沿

岸各市町が回収・処理を行っている。 

また、地域住民や民間団体のボランティア活動による海岸漂着物の回収も各地

で行われており、「リフレッシュ瀬戸内※5」事業では、令和元年度は県内で、延べ

4,080 人の参加により、約 32ｔの海岸漂着物を回収し、また、「さぬき瀬戸クリ

ーンリレー※6」事業では延べ 4,583 人の参加により、約 191ｔの海岸漂着物を回

収している。 

海岸漂着物は、瀬戸内海の良好な景観や環境の悪化、海岸機能の低下等をもた

らし、離島の海岸においては、潮流の関係等により、多くの海ごみが漂着する海

岸もあるが、地域住民等のボランティア活動などによる定期的な回収が特に難し

く、その対策を講じることが課題となっている。また、台風等の大雨時には、陸

域から流出した大量の流木等が海岸に漂着し、その円滑かつ迅速な回収・処理が

課題となる。 

令和 2年度に行った、「水辺の散乱ごみ指標評価手法（海岸版）」に基づく県内

268 海岸の目視調査の結果から、県が推計した県内海岸の海岸漂着物の総量は、

自然物を除いて 150t であり、平成 26 年度から平成 27 年度にかけて県が調査し

た推計量の 189t からは減少していた。 

また、その種類について、県内 10 海岸（関谷海岸、室本港、西白方海岸、里

浦港、堂浦海岸、ホジノ浦瀬戸海岸、高松市東部下水処理場北側海岸、小豊島港、

釜居谷海岸、山田海岸）を抽出して組成調査を行ったところ、個数割合ではプラ

スチック類、発泡スチロールが 8割以上を占めており、中でも飲料用ペットボト

ルや食品トレイの割合が多かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※4 海岸管理者等：海岸漂着物処理推進法第2条 4項において、「海岸法の海岸管理者及び他の法令の規定により施設の管理を行う

ものであって、その権原に基づき又は、他の法令に基づいて国又は地方公共団体が所有する公共団体の用に供

されている海岸の土地を管理する者」であり、「その管理する海岸の土地において、その清潔が保たれるよう海

岸漂着物等の処理のため必要な措置を講じなければならない」とされている。 

※5 リフレッシュ瀬戸内：11府県 107市町村で構成する瀬戸内・海の路ネットワーク推進協議会が多くのボランティアの協力を得

て6月～8月の期間で実施する海岸清掃活動。 

※6 さぬき瀬戸クリーンリレー：市町を通じてボランティア活動による海岸清掃への参加を呼びかけ、9 月～10 月の期間で実施す

る海岸清掃活動。 
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２ 漂流ごみ 

平成 30 年 6 月の海岸漂着物等処理推進法の一部改正により、沿岸海域に漂流

し、又はその海底にあるごみ等は「漂流ごみ等」と定義され、国及び地方公共団

体は、地域住民の生活又は経済活動に影響を及ぼす漂流ごみ等の円滑な処理の推
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図３ 香川県の海岸漂着物の種類割合（令和 2年度香川県調査） 
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図４ 香川県における海岸漂着物中のプラスチック類の状況（令和 2年度香川県調査） 
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進を図るよう努めなければならない旨が規定されたが、回収・処理の責任は不明

確なままである。 

漂流ごみについては、漁業者による日常のボランティア的な回収や、国や県の

事業を活用した回収が行われているほか、備讃瀬戸・備後灘・燧灘東部の海域(港

湾区域及び漁港区域を除く)では、船舶航行の安全を確保し、海域環境の保全を

図るため、国の海面清掃兼油回収船「美讃」により、海面清掃が行われており、

年間平均回収量（平成 29年度～令和元年度）は約 730 ㎥であった。 

また、高松港においては、県の海面清掃船「みずきⅡ」により海面清掃が行わ

れており、年間平均回収量（平成 29年度～令和元年度）は約 80㎥であった。し

かしながら、高松港以外の清掃船のない港湾では、港湾管理者だけでの回収が難

しく、漁業関係者等の協力による回収作業となるため、船舶の航行や接岸に支障

となるごみの回収にとどまっている。 

令和 2年度に、国の海面清掃兼油回収船「美讃」及び県の海面清掃船「みずき

Ⅱ」の回収実績から、県が推計した県内海域の漂流ごみの総量は 24t であり平成

26 年度から平成 27 年度にかけて県が調査した推計量は 66t からは減少してい

た。その種類は、個数割合では、プラスチック類が半数以上を占めており、中で

も飲料用ペットボトルが最も多かった。発泡スチロールも 3割以上みられた。 
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図５ 香川県における漂流ごみの種類割合（令和 2年度香川県調査） 
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３ 海底堆積ごみ 

海底堆積ごみも海岸漂着物処理推進法においては「漂流ごみ等」に定義され、

漂流ごみと同じように回収・処理の責任が明確でなく、全国的に対策が制度化さ

れていなかったが、当県においては、平成 25 年に、香川県海ごみ対策推進協議

会において、全国初の取組みとなる漁業者、市町、県の三者協働による香川県方

式の回収・処理システムを構築し、回収・処理を行っている。 

また、小型底びき網漁業禁止区域では国の補助金等を活用し、回収・処理を行

うなど、積極的に対策に取り組んでいる。 

令和 2 年度に、県内 11 海域において底びき網船による回収作業を行い、回収

した海底堆積ごみを調査した結果から、県が推計した県内海域の海底堆積ごみの

総量は約 325t であり、平成 26 年度から平成 27 年度にかけて調査した推計量の

1,006t からは減少していた。その種類は、個数割合ではプラスチック類が 7 割

を占めていた。 
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図７ 香川県における海底堆積ごみの種類割合（令和 2年度香川県調査） 
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＜参考＞ 香川県方式の海底堆積ごみ回収・処理システム 

（環境省 令和元年度版 環境白書より抜粋） 
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４ 発生抑制の状況 

「瀬戸内海における海洋ごみ収支※7」によると瀬戸内海の海ごみは、外海から

流れ着いたものは 7％しかなく、ほとんどが瀬戸内海で発生しており、山や里

（まち）から発生した生活ごみが川などを通じて海へ流れ出たものが多いとさ

れている。特に、瀬戸内海の中央部に位置する本県では、その傾向が強いと考え

られる。 

図９ 瀬戸内海における海洋ごみ収支 

 

そのため、海ごみの原因となるごみの発生を抑えることが重要であり、３Ｒ※8

の推進などによる循環型社会への転換に向けた取組みを進めている。また、陸域

におけるごみの不法投棄対策として、夜間・休日パトロールや定期的な空中監視

の実施のほか、「廃棄物 110 番※9」の設置による情報収集に努めている。 

さらに、海ごみに関する高い意識と知識を持ち、自主的な清掃活動等を継続的

に行い、広く県民に普及・啓発できる人材を育成するため、海ごみリーダー養成

講座の開催や、県民参加による海ごみのモニタリング調査等を行っている。 

その他にも、県の海ごみ対策のシン

ボルキャラクター「ウミゴミラ」を活用

しながら、県民一人ひとりに何ができ

るかを考えるきっかけづくりとなる普

及啓発を行っている。 

 

 

 

 

 

※7 瀬戸内海における海洋ごみ収支：沿岸域学会誌、Vol.22(4).pp.17-29.2010（藤枝繁、星加章、橋本英資、佐々倉諭、清水孝則、

奥村誠崇） 

※8 ３Ｒ：リデュース（発生抑制）、リユース（再使用）、リサイクル（再生利用）の３つの頭文字をとったもの。 

※9 廃棄物 110番：広く県民から不法投棄や野外焼却などの情報提供を受ける目的で設置。「087-832-5374(ヤミニゴミナシ)、0120-

537483(ゴミナシバンザイ)」 
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５ 海ごみに関する最近の国等の動き 

平成 21年の海岸漂着物処理推進法制定以降も、海岸漂着物等が海洋環境に深

刻な影響を及ぼしている。特に、海ごみの多くを占めるプラスチックごみは、近

年、国際的にも地球温暖化や資源・廃棄物など様々な課題があり、海洋において

は、プラスチックごみが太陽の紫外線などで劣化し、5ミリ以下まで破砕・細分

化されたマイクロプラスチックについては、回収・処理が困難であり、生態系へ

の影響が懸念されるなど、新たな問題として取り上げられている。 

こうしたプラスチックごみなど海洋ごみ対策に係る国際連携・協力の必要性

が高まっていること等を踏まえ、平成 30年 6月に海岸漂着物処理推進法が改正

され、令和元年 5 月には、国が定める「海岸漂着物対策を総合的かつ効果的に

推進するための基本的な方針（以下「国の基本方針」という。）」が変更された。 

国の基本方針の変更と同時に、国では、「海洋プラスチックごみ対策アクショ

ンプラン」や「プラスチック資源循環戦略」も策定し、令和 2 年 7 月からはプ

ラスチック製買物袋が有料化されるとともに、家庭から排出されるプラスチッ

ク製容器包装・製品については「プラスチック資源」として市町村が一括で分別

回収することについても検討されている。 

令和元年 6月には、G20 大阪サミットにて海洋プラスチックごみによる新たな

汚染を 2050 年までにゼロにすることを目指す「大阪ブルー・オーシャン・ビジ

ョン」が共有された。 

また、漁業系廃棄物に関しては、令和 2年 5月に水産庁が漁業者による漁業系

廃棄物の処理推進等を示した「漁業系廃棄物計画的処理推進指針」を作成、環境

省が漁業系廃棄物の適正処理について示した「漁業系廃棄物処理ガイドライン」

を改訂している。 

さらに、瀬戸内地域においては、海ごみ問題の解決に向けて、令和 2 年 12 月

に、瀬戸内 4県（香川県、広島県、岡山県、愛媛県）と公益財団法人日本財団が

「瀬戸内海の海洋ごみ対策に係る連携・協力に関する協定」を締結し、共同事業

を開始している。 

 

  



 

11 

 

第４章 香川県の海ごみ対策の基本方針 

香川県では、平成 25年 9月に、「かがわ『里海』づくりビジョン」を策定し、

「人と自然が共生する持続可能な豊かな海」の実現を目指して、県民の幅広い主

体的な参画や理解のもと、海だけでなく、海につながる山・川・里(まち)を一体

的に捉えて保全・活用していく「里海」づくりの取組みを進めている。 
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海ごみについては、同ビジョンの中で、「里海」づくりの重要課題の一つとし

て位置付けている。 

香川県海域における海岸漂着物、漂流ごみ及び海底堆積ごみについて、令和 2

年度に県が調査した結果から推計した総量は、平成 26年度から平成 27年度にか

けて調査した推計量と比較していずれも減少しているが、近年、国際的にも大き

な課題となっているプラスチックによる海洋汚染の問題や、平成 30 年 7 月豪雨

のような災害時に大量に発生する海岸漂着物等への対応など、より一層の取組み

の推進が求められている。 

 

そこで、本県の海ごみ対策を進めていく上での基本方針を以下に示す。 

 

 

１ 海ごみの回収・処理の取組みを拡大していくこと 

海ごみのうち、海岸漂着物については、海岸管理者等が回収・処理を行ってい

るが、このほか、地域住民等によるボランティア活動も重要な役割を果たして

いる。また、海底堆積ごみや漂流ごみについても、漁業者によるボランティア的

な回収が行われており、今後もこうした取組みが広がっていくよう、対策を講

じていく。 

 

２ 海ごみの発生抑制の取組みを拡大していくこと 

本県海域の海ごみは、プラスチック製包装容器や発泡スチロールをはじめと

する生活ごみが大半を占めており、日常生活から出たごみが、山や里（まち）か

ら川などを通じて海へ流れ出たものが多いと考えられることから、海へのごみ

の流出を防ぐ、発生抑制の取組みが広がっていくよう、対策を講じていく。 

 

３ 海域・陸域一体となった総合的な海ごみ対策を推進すること 

海ごみ対策は継続して実施していくことが重要であり、海ごみの減少に向け

て、より効率的、効果的な回収・処理の取組みや、発生抑制・普及啓発に努め、

「かがわ『里海』づくりビジョン」に掲げる「人と自然が共生する持続可能な豊

かな海」の実現を目指して、県民みんなで取り組む、海域・陸域一体となった総

合的な海ごみ対策を積極的に進めていく。 
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第５章 海ごみの回収・処理対策の推進 

１ 海岸漂着物 

海岸漂着物については、ボランティアによる回収を推進するとともに、各海岸

管理者は、必要に応じ、その回収・処理等を行うものとする。 

また、効率的・効果的な回収・処理を推進するため、香川県海ごみ対策推進協

議会において、海岸漂着物対策を重点的に推進する区域（重点区域・最重点区域）

を指定する。 

（１）重点区域 

①重点区域の定義 

重点区域は、本県の海岸のうち、海岸漂着物等により、海岸の景観や環境

の保全、県民の利用等に悪影響が生じないよう特に配慮する必要のある公共

の海岸とする。 

②重点区域の指定基準 

重点区域は、海岸漂着物等の状況や回収・処理の取組状況、海岸の地形（砂

浜、岩礁、堤防、護岸など）、景観（景勝地、観光名所など）、利用状況（海

水浴場、港湾、漁港、埋立地など）、動植物の生息地・生育地（希少生物、海

浜生物など）などを考慮し、次の（ａ）又は（ｂ）のいずれかに該当する海

岸であって、香川県海ごみ対策推進協議会が指定するものとする。 

（ａ）海ごみが漂着する海岸であって、県民や民間団体等との連携・協働に

より海岸漂着物等の回収・処理を継続的に行っている海岸 

（ｂ）香川県海岸保全基本計画※10において整備対象となっている海岸で、環

境面及び利用面の現況評価において、Ａランク又はＢランクの評価を受

けている海岸、若しくは同等の評価をすることが適当と認められる海岸 

なお、香川県海ごみ対策推進協議会は、本計画の期間途中であっても（ａ）

（ｂ）の該当の有無に応じて、重点区域の指定又は解除を行うものとする。 

③重点区域における海岸漂着ごみ対策 

海岸漂着物等の回収・処理に関わる関係者は、前述の役割分担に基づき、

重点区域における海岸漂着物等の回収・処理に取り組むよう努める。特に、

海岸管理者等は、その管理する重点区域の海岸を定期的に巡回し、海岸漂着

物等の状況把握に努めるとともに、海岸漂着物等によって海岸の景観や環境

の保全、あるいは住民の利用等に影響が生じている又は生じるおそれがある

と認められるときは、国の補助金を活用するなどし、重点区域における海岸

※10 香川県海岸保全基本計画：国が定めた「海岸保全基本方針」に基づき、関係市町村長及び関係海岸管理者の意見を聴くととも

に地域の意見を反映した計画で、都道府県知事が定めるものであり、香川県では、平成15年に「燧

灘沿岸 海岸保全基本計画」及び「讃岐阿波沿岸 海岸保全基本計画」を策定しており、平成27年 12

月にそれぞれの計画の一部を変更。 
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漂着物等の回収・処理を優先して行う。 

 

（２）最重点区域 

①最重点区域の定義 

最重点区域は、本県の重点区域のうち、潮流その他の影響により海ごみの

漂着が特に顕著であり、従前の対策又は他の重点区域と同様の対策では、良

好な景観や環境の保全、県民の利用等に特に支障が生じている又は生じるお

それがあると認められる海岸又は海岸の一部とする。 

②最重点区域の指定基準 

最重点区域は、次の２つの基準を満たしている海岸又は海岸の一部であっ

て、香川県海ごみ対策推進協議会が支障の程度、地理的要因等について総合

的に勘案し、特に対策を実施する必要があると指定した海岸又は海岸の一部

とする。 

（ａ）本県の重点区域であること。 

（ｂ）「水辺の散乱ゴミの指標評価手法（海岸版）」による調査で、ランク４

以上である、又は、同等以上の精度を有する調査方法により、前述のラ

ンク４相当以上の海岸漂着物等が存していると認められる海岸である

こと。 

なお、最重点区域に指定された海岸又は最重点区域に指定された範囲を含

む海岸が重点区域から解除された場合、最重点区域も同時に解除されるもの

とする。 

③最重点区域における海岸漂着ごみ対策 

重点区域における海岸漂着物対策について特に重点的かつ積極的に行う。 

 

（３）重点区域・最重点区域に指定した海岸（又は海岸の一部） 

別図重点区域・最重点区域及び重点区域・最重点区域一覧のとおり。 

重点区域に指定した海岸の割合 

海岸延長(㎞) 538／735 ≒ 73％ 

海岸箇所数 303／520 ≒ 58％ 

最重点区に指定した海岸（または海岸の一部）の割合 

海岸延長(㎞) 20／735 ≒ 3％ 

海岸箇所数 19／520 ≒ 4％ 
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２ 漂流ごみ 

漂流ごみについては、国は、備讃瀬戸や備後灘、燧灘東部の広域において海面

清掃兼油回収船「美讃」により回収・処理を行い、県は、高松港の港湾区域にお

いて、海面清掃船「みずきⅡ」により、回収・処理を行う。 

また、各港湾管理者は、必要に応じ、国の補助金等を活用し、港湾区域におけ

る回収・処理に努めるものとする。 

 

３ 海底堆積ごみ 

海底堆積ごみについては、香川県海ごみ対策推進協議会において、漁業者、市

町、県の三者協働による香川県方式の回収・処理を実施する。具体的には、漁業

者は小型機船底びき網漁業の操業時等に引き揚げられた海底堆積ごみをボラン

ティアで港まで持ち帰り、一時保管後に、一般廃棄物は所管の市町が処分し、市

町が処理困難なごみについては県が処理を行う。そして、この取組みがさらに拡

大するよう漁業者等へ働きかけを行う。 

また、幼稚魚の育成の場として重要な浅海域で、かつ通常の漁業操業では海底

堆積ごみの回収・処理が困難な海域（小型機船底びき網漁業禁止区域）において、

市町が回収・処理事業を実施する場合は、県は国の補助金を活用するなどし、市

町に補助を行う。 

 

第６章 海ごみの発生抑制対策の推進 

１ 海ごみの発生抑制対策 

海ごみの種類や由来は様々であり、その特性等を分析し、それに応じた発生抑

制対策を講じることが効果的である。本県は閉鎖性海域である瀬戸内海に面し、

海ごみの多くが沿岸地域の河川等を通じて流出したものであることから、その

発生を抑制するためには、ごみの減量化やリサイクルの推進、不法投棄対策など

に取り組むことが重要である。このため、県及び市町は連携・協働し、以下のご

みの不法投棄防止や河川等へのごみの流出防止策を講じる。 

なお、清掃活動やごみの回収・処理の際には、海ごみの特性等の分析（例えば、

一般社団法人ＪＥＡＮのごみ調査・データカード※11 の利用等）に努め、効果的

な発生抑制対策を検討し実施する。 

①  県は、香川県産業廃棄物不法処理防止連絡協議会※12 で情報交換を行い、

ヘリコプター等によるパトロールを実施するとともに、市町職員に産業廃

棄物処理施設等への立入権限を付与するなど、連携して不法投棄の未然防

※11 一般社団法人ＪＥＡＮのごみ調査・データカード：｢国際海岸クリーンアップ（海岸清掃時において、ごみの種類や量を世界共

通の項目で記録する活動）｣で使用されているものに、日本独自の項目を加

えた海ごみの調査票。 

※12 香川県産業廃棄物不法処理防止連絡協議会：産業廃棄物の不適正処理の防止、迅速・的確な対応を図るため平成6年に設置。

県、警察、国、市町等で構成。 
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止や事案処理に当たる。 
② 夜間・休日パトロールの実施や「廃棄物 110 番」の設置、環境監視員の委

嘱、民間企業との協定締結などにより、不法投棄等の情報把握を行い、早

期発見に努める。 

②  リフレッシュ「香の川」パートナーシップ事業※13等により、地域住民や

民間団体等の河川清掃活動を促進する。 
④ 県民一人ひとりが、大量生産、大量消費、大量廃棄型の生活様式や事業活

動を見直すよう、啓発用冊子の作成やホームページによる広報の実施、環

境キャラバン隊等による出前講座や、リサイクル製品・環境配慮形モデル

事業所の認定などに取り組む。 

⑤ 一般廃棄物の適正処理を推進するとともに、ごみの不法投棄防止や河川等

への流出防止対策を連携・協働して実施する。 

 

２ 海ごみの普及啓発及び環境教育 

県及び市町は、県民一人ひとりが海ごみ問題についての理解を深め、その自覚

を高められるよう普及啓発や環境教育を実施する。県民や民間団体等は、海岸清

掃活動へ積極的に参加するとともに、民間団体等は普及啓発や環境教育への参画

を通じ、県や市町、県民等の連携・協働のつなぎ手となることが求められる。 

（１）普及啓発 

県は、海ごみに関する啓発ポスター、冊子の作成・配布、各メディアによる

広報、ワークショップの開催といったプロモーション等の普及啓発事業（民間

団体等への委託事業や市町への補助事業を含む。）を行うとともに、「さぬき瀬

戸」パートナーシップ事業※14、県内一斉海ごみクリーン作戦「さぬ☆キラ」※15

などの清掃活動や、県民参加による海ごみ調査の実施などを通した普及啓発に

も努める。また、県民参加による海ごみ調査の結果から、海岸漂着物等の分布、

割合等のデータの補完を行う。 

また、県は、海岸漂着物対策活動推進員又は海岸漂着物対策活動推進団体を

委嘱し、地域のパートナーシップづくりの中核的主体の一つとして活用する。 

市町においても、県と連携・協働して普及啓発に努める。 

 

（２）環境教育 

県及び市町は、海岸清掃活動への参加体験により環境教育の効果が高めら

れることから、県民や民間団体等による自主的な海岸清掃活動を「さぬき瀬

戸」パートナーシップ事業などを通じて支援する。また、県は、地域や学校で

の環境教育の取組みをサポートするため、海ごみに関する情報提供や環境教

※13 リフレッシュ「香の川」パートナーシップ事業：地域住民のボランティアによる河川清掃等を県や市町が支援する事業。 

※14 ｢さぬき瀬戸｣パートナーシップ事業：地域住民のボランティアによる海岸清掃等を県や市町が支援する事業。 

※15 県内一斉海ごみクリーン作戦「さぬ☆キラ」：香川県・香川県海ごみ対策推進協議会が10月下旬から11月上旬にかけてボラン

ティアの参加者を募集し実施する清掃活動。活動場所は海岸だけでなく、山・川・

里（まち）等も含めた県内全域。 
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育教材の提供などを行うほか、人材育成・体験学習にも注力し、クリーンアッ

プ活動を主催できる地域リーダーの育成に努め、その支援を行う。 

 

第７章 海洋プラスチックごみ対策 

１ プラスチックごみの発生抑制 

本県海域の海ごみは、個数割合でみるとペットボトルや食品容器などのプラ

スチックごみが多くを占めており、そうした日常生活から発生したプラスチッ

クごみが、山や里（まち）から川などを通じて海へ流れ出ているものと考えられ

ることから、海へ流れ出る前に、プラスチックごみの発生をできる限り抑制す

ることが重要である。 

そのため、３Ｒの推進により、これまでの大量生産・大量消費型社会からの転

換を図っていくことが求められており、具体的には、ワンウェイのプラスチッ

ク製容器包装・製品のリデュースなどによる使用の削減や、リユース容器・製品

の利用促進等により排出を抑制するとともに、効果的・効率的で持続可能なリ

サイクルを行い、生分解性プラスチック・再生材の利用を促進していくほか、や

むを得ず廃棄するプラスチックごみについては、適正な処分を徹底する。 

 

２ プラスチックごみの回収・処理 

回収・処理の観点からは、環境中に放出されたプラスチックごみは長期間放置

されると破砕・細分化してマイクロプラスチックになるおそれがあることから、

破砕・細分化する前に、回収・処理を進めていくことが重要である。 

第５章では、回収・処理を効率的・効果的に推進するための重点区域及び最重

点区域を指定しており、これらの区域で回収・処理に取り組んでいく必要があ

るが、重点区域及び最重点区域以外の人が立ち入りにくく、回収・処理が難しい

海岸においても、プラスチックごみが長期間放置されると破砕・細分化するこ

ととなる。そのため、そうした課題も念頭に置きながら、実態を把握するための

調査や、プラスチックごみそのものの発生を抑制するための取組みを進めてい

く。 
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第８章 指標の設定 

本計画の進捗を示す指標として以下の項目・目標を設定する。 

 

項  目 
現在値 

（令和元年度） 

目標値 

（令和 7年度） 

香川県方式の海底堆積ごみ等回収・処

理システム実施漁協数 
21 漁協 25 漁協 

県内一斉海ごみクリーン作戦「さぬ☆

キラ」参加者数【累計】 
489 百人(単年) 3025 百人(累計) 

海岸漂着物対策活動推進員の委嘱人数 － 20 人 

 

 

第９章 関係者の役割分担及び相互協力に関する事項 

１ 関係者の役割分担 

海岸漂着物等は、山、川、里(まち)、海へとつながる水の流れを通じて海岸に

漂着等したものであり、海岸を有する地域だけでなく、流域圏の内陸地域と沿岸

地域が一体となって、循環型社会形成推進基本法（平成 12年法律第 110 号）等

の施策と相まって海岸漂着物等の発生を効果的に抑制するなど、広範な関係主

体による取組みが必要である。 
そのため、国、県、市町、海岸管理者等、県民、民間団体などの関係者は、そ

れぞれの立場を理解した上で、適切な役割分担のもと、相互協力して海ごみの発

生抑制や回収・処理に取り組むことが重要である。 

（１）国の役割 

国は、海岸漂着物等の回収・処理、発生抑制、実態把握、関係者の連携強

化等の対策について、全国規模での総合的な施策を策定し、実施する。また、

県や市町が実施する回収・処理や発生抑制の取組みに対して財政支援を行う。

さらに、瀬戸内海における船舶航行の安全を確保し、海域環境の保全を図る

ため、海域に浮遊する流木等の漂流ごみの回収・処理に取り組む。 

（２）県の役割 

県は、広域的観点から、本推進計画の進捗状況を把握するとともに、共同

事業体である「香川県海ごみ対策推進協議会」を運営して、関係者が円滑に

連携・協働できるよう努める。また、県は、海ごみの多くが他の府県等の区

域から流出したものであることが明らかであると認めるときは、海岸管理者
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等の要請等に基づき、他の府県等に対し、海ごみの回収・処理その他必要な

事項について協力を求める。 

（３）市町の役割 

市町は、海岸管理者等による海岸漂着物等の回収・処理に関し、関係者の

合意形成を図るとともに、平成 22年 3月 30日付け環境省廃棄物対策課長通

知を踏まえ、回収された海岸漂着物等を、市町の一般廃棄物処理施設に受け

入れるなど処分を行う。また、市町は、海岸管理者等が管理する海岸の海岸

漂着物等に起因して住民の生活又は経済活動に支障が生じていると認める

ときは、当該海岸管理者等に対し、海岸漂着物等の回収・処理のため必要な

措置を講じるよう要請する。 

（４）海岸管理者等の役割 

海岸管理者等は、その管理する海岸における海岸漂着物等の状況を把握す

るとともに、海岸の清潔が保たれるよう、関係者の協力を得て、海岸漂着物

等の回収・処理のため必要な措置を講じる。 

（５）県民や民間団体の役割 

県民は、一人ひとりが日常生活に起因するごみについて、３Ｒに取り組む

ほか、地域での海岸・河川等の清掃活動に積極的に参加することが求められ

る。 

民間団体は海岸漂着物等の回収・処理やその発生抑制において自ら主体と

なって活動を行うとともに、環境教育や普及啓発等への参画を通じ、県や市

町、県民等の連携、協働のつなぎ手として役割を担うことが求められる。 

（６）事業者の役割 

事業者は、事業活動に伴って生じる廃棄物の適正処理や３Ｒの推進等によ

り、海岸漂着物等の発生抑制に努めるとともに、地域の海岸清掃活動等への

参加や協力により、社会貢献に努める。 

また、漁業者は、漁具等の海域で使用される資材について、厳しい海況等

に起因する非意図的な流出が可能な限り発生しないよう、これらの資材の点

検等、日頃からの流出防止対策に取り組む。 

 

２ 関係者の相互協力による海岸漂着物対策 

（１）地域住民や民間団体等との連携協働 

本県では、地域住民や民間団体等のボランティアによる海岸清掃活動を支

援する事業（「さぬき瀬戸」パートナーシップ事業、さぬき瀬戸クリーンリ

レー、リフレッシュ瀬戸内）を実施しており、これによる海岸漂着物等の回
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収量は、毎年約 200～300ｔに及んでいる。そこで、本県では、地域住民や民

間団体等との連携・協働による海岸漂着物等の回収を海岸漂着物対策の重要

施策の一つに位置づけており、今後ともこれらの支援事業を継続するととも

に、より一層の充実を図る。 

民間団体等との連携・協働等において、県や市町は民間団体等を支援する

のみならず、民間団体等の有する豊富な知見や幅広いネットワークを活用す

ることにより、海岸漂着物対策を効果的に推進するよう努める。 

（２）瀬戸内海関係府県との連携 

瀬戸内海は 13 府県が関係する広範な海域であることから、瀬戸内海関係

府県との情報交換や連携を図りながら、海ごみ対策等に取り組む。 

特に、対岸の岡山県とは、相互にごみの流入があることや、両県エリアを

広域的に活動展開している企業や団体等も多いことから、連携した取組みが

特に有効であると考えられるほか、同じ瀬戸内海の中央部に位置して、外洋

からの海ごみの流入が少ないことなど、地理的・社会的な状況が似ている広

島県や愛媛県等へも連携を広げ、環瀬戸内海の近県との推進体制を構築する。 

 

 

第 10章 香川県海ごみ対策の実施に当たって配慮すべき事項 

その他海ごみ対策の推進に関し必要な事項 

１ 災害緊急時における対応 

「香川県地域防災計画（一般対策編）」の「公共施設等応急復旧計画」に従い、

県は、洪水等により大量のごみが海に流出したときは、国、県、市町の役割分担

について連絡調整を行い、情報を的確に把握し、迅速な回収・処理を促進する。 

情報収集に当たっては、平成 21年 9月 15 日に整備したマニュアル「災害に伴

う海岸漂着ごみ等に関する情報収集体制」に従って、迅速かつ的確な情報収集を

行う。 

また、市町においても、地域防災計画に、災害緊急時における海岸漂着物等の

情報収集体制を盛り込み、的確な情報収集に努める。 

災害緊急時における海岸漂着物等及び漂流ごみ対策の実施主体は、次の基本的

な役割分担を踏まえ、相互に連携して迅速な対応を行う。 
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○基本的な役割分担 

役 割 実施主体 

海岸漂着物や漂流ごみの情報収集 

香川県 
県管理の海岸における海岸漂着物の回収・処理 

高松港における漂流ごみ（流木等）の回収 

海岸漂着物等の処理受入先等の調整 

市町管理の海岸における海岸漂着物の回収・処理 
市町 

一般廃棄物処理施設での処理等の協力 

備讃瀬戸・備後灘・燧灘東部の海域における漂流ごみ

（流木等）の回収 

国（国土交通省四国地

方整備局高松港湾・空

港整備事務所） 

 

２ 調査研究の推進 

県は、効率的・効果的な海ごみ対策を実施するためにモニタリング調査等の調

査研究に努めるものとし、海岸漂着物等の回収・処理に関わる関係者は、県が実

施する調査研究に積極的に協力するものとする。 

 

第 11章 計画の推進と財政上の措置 

１ 計画の推進体制 

より効果的・効率的な海ごみ対策を実施するため、Plan（計画）、Do（実施）、

Check（評価）、Action（改善）の PDCA サイクルにより進行管理を行い、県、市

町及び関係機関は、香川県海ごみ対策推進協議会を定期的に開催し、その進捗状

況について情報交換を行うとともに、必要な対策について協議する。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 10 PDCA サイクル 

Do
対策の実施

総合的な
海ごみ対策の推進

Plan
計画の策定

Check
効果の評価

Action
計画の改善
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２ 財政上の措置 

県において国の財政措置を要請しつつ、県及び市町は必要な財政上の措置を

講じるよう努める。 

 

３ 推進計画の変更 

推進計画の実施状況や調査研究の結果、国の施策状況、社会経済情勢の変化な

どを踏まえ、必要に応じて見直し及び変更を行う。 

 

 

別図  重点区域・最重点区域 

別表  重点区域・最重点区域一覧 
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《参考》 

 

香川県海岸保全基本計画における環境・利用ランク 

環

境 

ﾗﾝｸ 

環境要素 評 価 項 目 備 考 

Ａ 

貴重な動植物 

・天然記念物 

・希少野生動植物種、特定植物群落 

・レッドリスト、レッドデータブック 

学術上あるいは自然保護上重

要な動植物 

自然環境保全上

の指定地域 

・瀬戸内海国立公園：特別地域 

・文化財（史跡、名勝、天然記念物） 

・鳥獣保護区特別保護地区 

法令等により、自然環境保全

上の規制や指定を受け、特に

開発行為等を制限すべき地域 

生物の生息地等

の特異な生態系 
・特に保全が必要な藻場、干潟 

沿岸域の生態系を支える重要

な基盤で特に保全が必要な地

域 

Ｂ 

自然環境保全上

の指定地域 

・自然海浜保全地区、保安林 

・「日本の渚百選」「白砂青松 100選」

「日本の夕陽百選」「残したい香川

の水環境５０選」等に選ばれた海岸 

・鳥獣保護区、埋蔵文化財包蔵地 

法令等により、景観保全及び

海岸利用上の規制や指定を受

け、自然環境への配慮が必要

な地域 

生物の生息地等

の特異な生態系 
・藻場、干潟 

沿岸域の生態系を支える重要

な基盤で自然環境への配慮が

必要な地域 

 

 

利用 

ﾗﾝｸ 
評 価 項 目 備 考 

Ａ 

・特筆すべき観光資源、観光施設が立地しているもの 

・海水浴場、海浜公園などが立地し、各種イベントなど

が催されているもの 

・マリンスポーツが盛んなところ 

・利用計画が考えられているもの 

利便施設（駐車場、トイレ、休

憩施設など）を特に必要とす

るレクリエーション利用がさ

れている海岸 

今後も利用促進をはかってい

く必要がある海岸 

Ｂ 

・釣り、散歩ジョギングなどの海岸利用がされている

もの 

・港湾、漁港など 

利便施設はあまり必要としな

いレクリエーション利用がさ

れている海岸 

今後も利用面に対する配慮が

必要となる海岸 
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災害に伴う海岸漂着ごみ等に関する情報収集体制（要旨） 

役割分担等 

業務の内容 担当課 

・防災ヘリコプター出動の協力 危機管理課 

・海岸漂着物等の情報集約 

・市町管理の海岸、港湾及び漁港への海岸漂着物等の状況調査※ 

・防災ヘリコプター等による漂流ごみの状況確認 

環境管理課 

・県管理海岸(農林水産省農村振興局所管)の海岸漂着物等状況 

調査 
土地改良課 

・県管理海岸(国土交通省水管理・国土保全局所管)の海岸漂着物等

状況調査 
河川砂防課 

・県管理の港湾及び海岸(国土交通省港湾局所管)の海岸漂着物等

状況調査 

・国土交通省四国地方整備局へ漂流ごみの状況の照会 

港湾課 

※香川県海ごみ対策推進協議会の構成団体である沿岸市町担当課を通じ調査を行う。 

情報共有及び対応協議 

環境管理課は、関係課と情報共有に努めるとともに対応の協議・調整等を行う

必要があると認めるときは、香川県海上散乱ごみ処理対策等連絡調整会議等を

速やかに開催する。 

香川県海ごみ対策推進協議会構成沿岸市町担当課 

高 松 市：環境指導課  丸 亀 市：建 設 課  坂 出 市：産 業 課 

     適正処理対策室 

観音寺市：生活環境課  さぬき市：生活環境課  東かがわ市：農林水産課 

三 豊 市：建設港湾課  土 庄 町：農林水産課  小豆島町：住民生活課 

直 島 町：環境水道課  宇多津町：住民生活課  多度津町：住民環境課 

 

 


